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注1） ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ＝営業キャッシュ・フロー÷利息の支払額
注2） 債務償還年数＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー
注3） デット エクイティ レシオ＝長期債務残高÷株主資本
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●インカバ、D/Eレシオの改善。営業CFの最大化、債務削減に努める。
（2000年3月期を100とした指数）
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●鉄道施設購入長期未払金が半分、長期借入金が４分の１弱、社債が４分の１強

※ 鉄道施設購入長期未払金の内訳

（＊）「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律施行令」第１条の、それぞれ第１号、２号、３号に規定されていることによる通称

3． 長期債務の構成3． 長期債務の構成
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注 １） 見込額は2005年3月末現在。
２） 新幹線１号債務の早期償還額は予定額（2008年3月期以降については未定）

● 年間3,000～3,500億円の償還見込み。

4． 債務の償還見込み4． 債務の償還見込み
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5 . 社債の償還見込み5 . 社債の償還見込み
●償還額の平準化を意識した資金調達

注 ： 2005年3月31日現在

//

（単位：億円）



6. 2004年度の社債発行実績6. 2004年度の社債発行実績

（注）利払日は原則として８月および２月の２５日

●10年、20年を主体とする発行実績。スプレッド・プライシングによる条件決定。
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（参考） 長期債務格付け（参考） 長期債務格付け

AA＋AA－／安定的Aa2
•鉄道技術力は極めて高い。
•利益重視の経営姿勢。
•鉄道に比べ、事業リスクが高い
関連事業のウエートが低い。

•営業エリアに首都圏を抱えるな
ど強固な事業基盤を有し、鉄道
収入の安定度合いが相対的に高
い。

•柱の鉄道事業は東日本全域を営
業区域としており、比較的安定した
旅客輸送量が引き続き見込まれる。

•規制にもとづき総括原価方式によ
る運賃設定が認められており、収
益力が安定している。

•債務負担が重い財務構成となって
いるが、有利子負債の削減を進め
る方針でいることから、改善が見込
まれる。

•強固な営業基盤に基づく安定し
たキャッシュフロー。

•日本の経済・運輸政策において
重要な位置付けがなされている。

•良好な規制環境が維持されてい
る。

•債務は着実に削減されているが、
債務比率は高い水準にある。

R&IS&PMoody’s

●強固な事業基盤、キャッシュフロー創出力に対する高い評価


